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マネジメント�
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先を見据えたマネジメント�

外売上比率が高まるのに比例して、
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液晶パネル製造用フォトマスク�
液晶パネルを製造する時に使う大型フォトマスクです。液晶パネルの需要の牽引役は、





















R&D and New Businesses
研究開発・新規事業�
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HOYAグループでは、企業価値の向上と将来の継続的な成長のために、様々な施策に取り組んでいます。その中でも重

要な分野は、
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注
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●1株当たりデータ：2005年11月15日に普通株式1株につき4株の割合で実施した株式分割を反映し、遡及修正して表示しております。2006年の1株当たり配当金60円は、中間配当金30円（株式分割
　　　　　　　　前の実際支払額120円÷4分割）と期末配当金30円（株式分割後）の合計額です。 
●1株当たりキャッシュ・フロー：2002年以降は営業活動によるキャッシュ・フローを期中平均株式数で除した数値を表示しています。それ以前の数値については、当期純利益に減価償却費等を足して算
　　　　　　　　　　　　　出した簡易なキャッシュ・フローを用いて算出しています。 
●株価収益率（期末株価÷1株当たり当期純利益）：企業の収益に対して、株価が割高か割安かを判断する指標です。 
●株価。  

・フロー 率期末株価÷1株当たり。  
・フロー ：営業活動によるキャッシュ・フロ【、
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I 営業活動によるキャッシュ・フロー
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3. 連結子会社の事業年度等に関する事項

当連結会計年度
（自2005年4月1日　至2006年3月31日）
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7. 利益処分項目等の取扱いに関する事項

前連月
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●注記事項

連結貸借対照表関係

当連結会計年度
（2006年3月31日）

*1. 関連会社に係る注記

（単位：百万円）

投資有価証券（株式）........................................................... 11,062

2. 債務保証
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連結キャッシュ・フロー計算書関係

当連結会計年度
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2. 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の

原因となった主な項目別の内訳

連結財務諸表提出会社の法定実効税率 ............................ 40.4%

（調整）

海外連結子会社の税率差異 .............................................. △18.2

交際費等永久に損金に算入されない項目 ........................ 0.4

住民税均等割等 ................................................................ 0.1

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 ................. △1.8



63

（単位：百万円）

当連結会計年度
（自2005年4月1日　至2006年3月31日）

情報・通信 アイケア 生活文化

エレク
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所在地別セグメント情報

（単位：百万円）

前連結会計年度
（自2004年4月1日 至2005年3月31日）

日本 北米 欧州 アジア 計 消去又は全社 連結

I. 売上高及び営業損益

売上高

（1）外部顧客に対する売上高 ........................................................... 230,945 30,775 33,803 12,647 308,172 ー 308,172

（2）セグメン









HOYAレポート2006について�
本資料中の連結財務諸表および連結財務諸表についての注記は、証券取引法第24条第1項に基づき�
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東京都新宿区中落合二丁目7番5号　〒161-8525
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